
 

議案第９０号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

緊急執行を要した下記のことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に

よりこれを報告し、承認を求める。 

平成２１年６月１７日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 



 

（別紙） 

専決第１４号 

専 決 処 分 書 

 次の件は、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あると認めるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、専決処分する。 

  平成２１年３月３１日 

さいたま市長 相 川 宗 一 

さいたま市市税条例等の一部を改正する条例 

（さいたま市市税条例の一部改正） 

第１条 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （市民税の申告）  （市民税の申告） 
第２８条 ［略］ 第２８条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 給与所得等以外の所得を有しなかった者（第１
項又は前項の規定により第１項の申告書を提出す
る義務を有する者を除く。）は、雑損控除額若し
くは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に
規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定
する純損失若しくは雑損失の金額の控除又は寄附
金税額控除額の控除を受けようとする場合におい
ては、３月１５日までに、施行規則第５号の５様
式、第５号の５の２様式又は第５号の６様式によ
る申告書を市長に提出しなければならない。 

３ 給与所得等以外の所得を有しなかった者（第１
項又は前項の規定により第１項の申告書を提出す
る義務を有する者を除く。）は、雑損控除額若し
くは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に
規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定
する純損失若しくは雑損失の金額の控除又は寄附
金税額控除額の控除を受けようとする場合におい
ては、３月１５日までに、施行規則第５号の５様
式又は第５号の６様式による申告書を市長に提出
しなければならない。 

４～８ ［略］ ４～８ ［略］ 
  
（固定資産税の納税義務者等） （固定資産税の納税義務者等） 

第６１条 ［略］ 第６１条 ［略］ 



 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
６ 家屋の附帯設備（家屋のうち附帯設備に属する
部分その他施行規則第１０条の２の１０で定める
ものを含む。）であって、家屋の所有者以外の者
がその事業の用に供するため取り付けたものであ
り、かつ、当該家屋に付合したことにより家屋の
所有者が所有することとなったもの（以下この項 
において「特定附帯設備」という。）については、
当該取り付けた者の事業の用に供することができ
る資産である場合に限り、当該取り付けた者をも
って第１項の所有者とみなし、当該特定附帯設備
のうち家屋に属する部分は家屋以外の資産とみな
して固定資産税を課する。 

６ 家屋の附帯設備（家屋のうち附帯設備に属する
部分その他施行規則第１０条の２の９で定めるも
のを含む。）であって、家屋の所有者以外の者が
その事業の用に供するため取り付けたものであり、
かつ、当該家屋に付合したことにより家屋の所有
者が所有することとなったもの（以下この項にお
いて「特定附帯設備」という。）については、当
該取り付けた者の事業の用に供することができる
資産である場合に限り、当該取り付けた者をもっ
て第１項の所有者とみなし、当該特定附帯設備の
うち家屋に属する部分は家屋以外の資産とみなし
て固定資産税を課する。 

  
第６３条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２
又は第１２号の固定資産について同項本文の規定
の適用を受けようとする者は、土地については第
１号及び第２号に、家屋については第３号及び第
４号に、償却資産については第５号及び第６号に
掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋
又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭 
和２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法人、
公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若
しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医
療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条の公
的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項に
規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財
団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法 
第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。
以下この条において同じ。）に該当するものに限
る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該
当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政
法人労働者健康福祉機構、健康保険組合若しくは
健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合
若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准
看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床
検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成
所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財
団法人で図書館を設置するもの、公益社団法人若
しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法
（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博
物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公
益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下
この条において「学校法人等」という。）の所有 
に属しないものである場合においては、当該土地、
家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用
させていることを証明する書類を添付して、市長
に提出しなければならない。 

第６３条 法第３４８条第２項第９号又は第１２号
の固定資産について同項本文の規定の適用を受け
ようとする者は、土地については第１号及び第２
号に、家屋については第３号及び第４号に、償却
資産については第５号及び第６号に掲げる事項を
記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却資産
が学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律
第２７０号）第６４条第４項の法人、公益社団法
人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社会
福祉法人で幼稚園を設置するもの、公益社団法人
若しくは公益財団法人、医療法（昭和２３年法律
第２０５号）第３１条の公的医療機関の開設者若
しくは令第４９条の１０に規定する医療法人で看
護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助産
師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法
士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しく
は公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社
団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で
博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第
１項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若
しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするも
の（以下この条において「学校法人等」という。
）の所有に属しないものである場合においては、
当該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等に
無料で使用させていることを証明する書類を添付
して、市長に提出しなければならない。 

  ～  ［略］  ～  ［略］ 
  



 

第６５条 ［略］ 第６５条 ［略］ 
  
第６５条の２ 法第３４８条第２項第１１号の５の
固定資産について同項本文の規定を受けようとす
る者は、土地については第１号に、家屋について
は第２号及び第３号に、償却資産については第４
号及び第５号に掲げる事項を記載した申告書を市 
長に提出しなければならない。この場合において、
当該固定資産が社会医療法人の所有に属しないも
のである場合においては、当該固定資産を社会医
療法人に無料で使用させていることを証明する書
面を添付しなければならない。 

 

   土地の所在、地番、地目及び地積並びにその
用途 

 

   家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面
積並びにその用途 

 

   直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供
し始めた時期 

 

   償却資産の所在、種類及び数量並びにその用
途 

 

   直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供
し始めた時期 

 

  
 （固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくな
った固定資産の所有者がすべき申告） 

 （固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくな
った固定資産の所有者がすべき申告） 

第６６条 法第３４８条第２項第３号、第９号から
第１０号の７まで、第１１号の３から第１１号の
５まで又は第１２号の固定資産として同項本文の
規定の適用を受けていた固定資産について、当該
各号に掲げる用途に供しないこととなった場合又 
は有料で使用させることとなった場合においては、
当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に
申告しなければならない。 

第６６条 法第３４８条第２項第３号、第９号から
第１０号の７まで、第１１号の３、第１１号の４
又は第１２号の固定資産として同項本文の規定の
適用を受けていた固定資産について、当該各号に
掲げる用途に供しないこととなった場合又は有料
で使用させることとなった場合においては、当該
固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に申告
しなければならない。 

  
附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課
税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課
税の特例） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 
２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、
所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第
２５条第１項各号に掲げる売却の方法により当該
各号に定める肉用牛を売却し、かつ、その売却し
た肉用牛のうちに同項に規定する免税対象飼育牛
に該当しないものが含まれている場合（その売却
した肉用牛がすべて同項に規定する免税対象飼育
牛に該当しないものである場合を含む。）におい
て、第２８条第１項の規定による申告書にその肉
用牛の売却に係る同法第２５条第２項第２号に規
定する事業所得の明細に関する事項の記載がある

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、
所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第
２５条第１項各号に掲げる売却の方法により当該
各号に定める肉用牛を売却し、かつ、その売却し
た肉用牛のうちに同項に規定する免税対象飼育牛
に該当しないものが含まれている場合（その売却
した肉用牛がすべて同項に規定する免税対象飼育
牛に該当しないものである場合を含む。）におい
て、第２８条第１項の規定による申告書にその肉
用牛の売却に係る同法第２５条第２項第２号に規
定する事業所得の明細に関する事項の記載がある



 

ときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税
の所得割の額は、第１９条から第２１条まで、第
２４条から第２５条まで、附則第１５条第１項、
附則第１５条の３第１項及び前条の規定にかかわ
らず、次に掲げる金額の合計額とすることができ
る。 

ときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税
の所得割の額は、第１９条から第２１条まで、第
２４条から第２５条まで、附則第１５条第１項、
附則第１５条の３第１項及び前条の規定にかかわ
らず、次に掲げる金額の合計額とすることができ
る。 

  ［略］   ［略］ 
  租税特別措置法第２５条第２項第２号に規定
する事業所得の金額がないものとみなして計算
した場合における前年の総所得金額につき、第
１９条から第２１条まで、第２４条から第２５
条まで、附則第１５条第１項、附則第１５条の
３第１項及び前条の規定により計算した所得割
の額に相当する金額 

  租税特別措置法第２５条第２項第２号に規定
する事業所得の金額がないものとみなして計算
した場合における前年の総所得金額につき、第
１９条から第２１条まで、第２４条から第２５
条まで、附則第１５条第１項、附則第１５条の
３第１項及び前条第１項の規定により計算した
所得割の額に相当する金額 

３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の
適用を受けようとする者がすべき申告） 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の
適用を受けようとする者がすべき申告） 

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
４ 法附則第１５条の８第４項の貸家住宅について、
同項の規定の適用を受けようとする者は、当該年
度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げ
る事項を記載し、かつ、高齢者の居住の安定確保
に関する法律（平成１３年法律第２６号）第３１
条の規定による認定を受けた旨を証する書類及び
当該貸家住宅の建設に要する費用について令附則
第１２条第２１項第２号に規定する補助を受けて
いる旨を証する書類を添付した申告書を市長に提
出しなければならない。 

４ 法附則第１５条の８第４項の貸家住宅について、
同項の規定の適用を受けようとする者は、当該年
度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げ
る事項を記載し、かつ、高齢者の居住の安定確保
に関する法律（平成１３年法律第２６号）第３１
条の規定による認定を受けた旨を証する書類及び
当該貸家住宅の建設に要する費用について同法第
４１条第１項の規定による地方公共団体の補助を
受けている旨を証する書類を添付した申告書を市
長に提出しなければならない。 

  ～  ［略］  ～  ［略］ 
５・６ ［略］ ５・６ ［略］ 
７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修
住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分
について、これらの規定の適用を受けようとする
者は、当該高齢者等居住改修住宅又は当該高齢者
等居住改修専有部分に係る居住安全改修工事が完
了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載
し、かつ、施行規則附則第７条第８項各号に掲げ
る書類を添付した申告書を市長に提出しなければ
ならない。 

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修
住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分
について、これらの規定の適用を受けようとする
者は、当該高齢者等居住改修住宅又は当該高齢者
等居住改修専有部分に係る居住安全改修工事が完
了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載
し、かつ、施行規則附則第７条第７項各号に掲げ
る書類を添付した申告書を市長に提出しなければ
ならない。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 
８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住
宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専有部分に
ついて、これらの規定の適用を受けようとする者
は、当該熱損失防止改修住宅又は当該熱損失防止
改修専有部分に係る熱損失防止改修工事が完了し
た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し、
かつ、施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書
類を添付した申告書を市長に提出しなければなら
ない。 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住
宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専有部分に
ついて、これらの規定の適用を受けようとする者
は、当該熱損失防止改修住宅又は当該熱損失防止
改修専有部分に係る熱損失防止改修工事が完了し
た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し、
かつ、施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書
類を添付した申告書を市長に提出しなければなら
ない。 



 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 
  
 （阪神・淡路大震災に係る固定資産税及び都市計

画税の特例の適用を受けようとする者がすべき申
告等） 

第２０条 削除 第２０条 法附則第１６条の２第１０項の規定の適
用を受けようとする者は、当該年度の初日の属す
る年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載し、
かつ、施行規則附則第７条の２第１３項第１号に
掲げる書類を添付した申告書を市長に提出しなけ
ればならない。 

    納税義務者の住所及び氏名又は名称並びに当
該納税義務者が令附則第１２条の２第１１項第
２号から第４号までに掲げる者である場合にあ
っては、同項第１号に掲げる者との関係 

   法附則第１６条の２第１０項の規定の適用を
受けようとする家屋（次号において「特例適用
家屋」という。）の所在、家屋番号、種類、構
造及び床面積（法附則第１５条の８第３項又は
第５項の規定の適用を受けようとする場合にあ
っては、前条第３項第２号又は第５項第２号に
掲げる事項） 

   特例適用家屋を取得し、又は改築した年月日
（法附則第１５条の６第１項若しくは第２項又
は第１５条の８第３項から第５項までの規定の
適用を受けようとする場合にあっては、前条第
１項第３号、第３項第３号、第４項第３号又は
第５項第３号に掲げる事項） 

    令附則第１２条の２第１１項第１号に規定す
る被災家屋（次号において「被災家屋」という。
）の床面積 

    被災家屋が共有物である場合にあっては、当
該家屋に係る各共有者の持分の割合 

   前各号に掲げるもののほか、市長が固定資産
税及び都市計画税の賦課徴収に関し必要と認め
る事項 

 ２ 法附則第１６条の２第１０項の規定の適用を受
ける家屋に係る平成１７年度から平成２０年度ま
での各年度分の固定資産税及び都市計画税につい
ては、前条第１項又は第３項から第５項までの規
定は、適用しない。 

  
（土地に対して課する平成２１年度から平成２３
年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する
用語の意義） 

（土地に対して課する平成１８年度から平成２０
年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する
用語の意義） 

第２１条 ［略］ 第２１条 ［略］ 
  
（平成２２年度又は平成２３年度における土地の
価格の特例） 

（平成１９年度又は平成２０年度における土地の
価格の特例） 

第２２条 市内の自然的及び社会的条件からみて類
似の利用価値を有すると認められる地域において

第２２条 市内の自然的及び社会的条件からみて類
似の利用価値を有すると認められる地域において



 

地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格
（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の
価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税
標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡
を失すると認める場合における当該土地に対して
課する固定資産税の課税標準は、第６８条の規定
にかかわらず、平成２２年度分又は平成２３年度
分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格（法
附則第１７条の２第１項に規定する修正価格をい 
う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。

地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格
（法附則第１７条の２第１項に規定する修正前の
価格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税
標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡
を失すると認める場合における当該土地に対して
課する固定資産税の課税標準は、第６８条の規定
にかかわらず、平成１９年度分又は平成２０年度
分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格（法
附則第１７条の２第１項に規定する修正価格をい 
う。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成２２
年度適用土地又は平成２２年度類似適用土地であ
って、平成２３年度分の固定資産税について前項
の規定の適用を受けないこととなるものに対して
課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第６
８条の規定にかかわらず、修正された価格（法附
則第１７条の２第２項に規定する修正された価格
をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものと
する。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成１９
年度適用土地又は平成１９年度類似適用土地であ
って、平成２０年度分の固定資産税について前項
の規定の適用を受けないこととなるものに対して
課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第６
８条の規定にかかわらず、修正された価格（法附
則第１７条の２第２項に規定する修正された価格
をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものと
する。 

  
 （平成１９年度又は平成２０年度における鉄軌道

用地の価格の特例） 
 第２２条の２ 法附則第１７条の３第１項に規定す

る鉄軌道用地に対して課する平成１９年度分の固
定資産税の課税標準は、第６８条第２項又は第４
項の規定にかかわらず、当該鉄軌道用地に沿接す
る土地又は付近の土地に係る平成１８年度分の固
定資産税の課税標準の基礎となった価格に比準す 
る価格で土地課税台帳等に登録されたものとする。

 ２ 法附則第１７条の３第７項に規定する特例土地
に対して課する平成２０年度分の固定資産税の課
税標準は、第６８条第３項又は第５項の規定にか
かわらず、当該特例土地に係る平成１９年度分の
固定資産税の課税標準の基礎となった価格で土地
課税台帳等に登録されたものとする。ただし、特
例土地について平成２０年度に係る固定資産税の
賦課期日において地目の変換、家屋の改築若しく
は損壊その他これらに類する特別の事情があるた
め、又は他の市町村の区域の全部若しくは一部を
編入したため、平成１９年度分の固定資産税の課
税標準の基礎となった価格によることが不適当で
あるか又は市内を通じて固定資産税の課税上著し
く均衡を失すると市長が認める場合においては、
当該特例土地に対して課する平成２０年度分の固
定資産税の課税標準は、当該特例土地に類似する
土地に係る平成１９年度分の固定資産税の課税標
準の基礎となった価格に比準する価格で土地課税
台帳等に登録されたものとする。 

  
（宅地等に対して課する平成２１年度から平成２
３年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する平成１８年度から平成２
０年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第２３条 宅地等に係る平成２１年度から平成２３ 第２３条 宅地等に係る平成１８年度から平成２０



 

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅
地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅
地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の
固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当
該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格
（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について
法第３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地
等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗
じて得た額。以下この条において同じ。）に１０
０分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３又は法附則第１５条から第１５条の３まで
の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該
額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を
当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税
標準となるべき額とした場合における固定資産税
額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）
を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額
とする。 

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅
地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅
地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の
固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当
該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格
（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について
法第３４９条の３の２の規定の適用を受ける宅地
等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗
じて得た額。以下この条において同じ。）に１０
０分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３又は法附則第１５条から第１５条の３まで
の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該
額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を
当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税
標準となるべき額とした場合における固定資産税
額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）
を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額
とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商業地
等に係る平成２１年度から平成２３年度までの各
年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等
調整固定資産税額が、当該住宅用地又は商業地等
に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる
べき価格に、住宅用地にあっては１０分の８、商
業地等にあっては１０分の６を乗じて得た額（当
該住宅用地又は商業地等が当該年度分の固定資産
税について法第３４９条の３又は法附則第１５条
から第１５条の３までの規定の適用を受ける住宅
用地又は商業地等であるときは、当該額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）を当該住宅用
地又は商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額を超える場合にあっては、同項の規定にか
かわらず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商業地
等に係る平成１８年度から平成２０年度までの各
年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等
調整固定資産税額が、当該住宅用地又は商業地等
に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる
べき価格に、住宅用地にあっては１０分の８、商
業地等にあっては１０分の６を乗じて得た額（当
該住宅用地又は商業地等が当該年度分の固定資産
税について法第３４９条の３又は法附則第１５条
から第１５条の３までの規定の適用を受ける住宅
用地又は商業地等であるときは、当該額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）を当該住宅用
地又は商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額を超える場合にあっては、同項の規定にか
かわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成
２１年度から平成２３年度までの各年度分の宅地
等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産
税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産
税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じ
て得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税
について法第３４９条の３又は法附則第１５条か
ら第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等
であるときは、当該額にこれらの規定に定める率
を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分
の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合 
における固定資産税額に満たない場合にあっては、
同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とす
る。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成
１８年度から平成２０年度までの各年度分の宅地
等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産
税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産
税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じ
て得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税
について法第３４９条の３又は法附則第１５条か
ら第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等
であるときは、当該額にこれらの規定に定める率
を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分
の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合 
における固定資産税額に満たない場合にあっては、
同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とす
る。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の負担
水準が０．８以上のものに係る平成２１年度から 
平成２３年度までの各年度分の固定資産税の額は、
第１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の負担
水準が０．８以上のものに係る平成１８年度から 
平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額は、
第１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る



 

当該年度分の固定資産税額が、当該住宅用地の当
該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産
税の課税標準額（当該住宅用地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３又は法附則第
１５条から第１５条の３までの規定の適用を受け
る住宅用地であるときは、当該課税標準額にこれ
らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該住宅
用地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき額とした場合における固定資産税額（以
下「住宅用地据置固定資産税額」という。）を超
える場合には、当該住宅用地据置固定資産税額と
する。 

当該年度分の固定資産税額が、当該住宅用地の当
該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産
税の課税標準額（当該住宅用地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３又は法附則第
１５条から第１５条の３までの規定の適用を受け
る住宅用地であるときは、当該課税標準額にこれ
らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該住宅
用地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき額とした場合における固定資産税額（以
下「住宅用地据置固定資産税額」という。）を超
える場合には、当該住宅用地据置固定資産税額と
する。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．６以上０．７以下のものに係る平成２
１年度から平成２３年度までの各年度分の固定資
産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商
業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分
の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該
年度分の固定資産税について法第３４９条の３又
は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の
適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標
準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．６以上０．７以下のものに係る平成１
８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資
産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商
業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分
の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該
年度分の固定資産税について法第３４９条の３又
は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の
適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標
準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．７を超えるものに係る平成２１年度か
ら平成２３年度までの各年度分の固定資産税の額
は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に
係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ
き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３又は法附則第１５条から第１５条の３まで
の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当
該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．７を超えるものに係る平成１８年度か
ら平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額
は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に
係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ
き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３又は法附則第１５条から第１５条の３まで
の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当
該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の
課税標準となるべき額とした場合における固定資
産税額とする。 

  
第２５条 地方税法等の一部を改正する法律（平成
２１年法律第９号）附則第９条第１項の規定に基
づき、平成２１年度から平成２３年度までの各年
度分の固定資産税については、法附則第１８条の
３の規定を適用しないこととする。 

第２５条 地方税法等の一部を改正する法律（平成
１８年法律第７号）附則第１５条第１項の規定に
基づき、平成１８年度から平成２０年度までの各
年度分の固定資産税については、法附則第１８条
の３の規定を適用しないこととする。 

  
（農地に対して課する平成２１年度から平成２３
年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

（農地に対して課する平成１８年度から平成２０
年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第２６条 農地に係る平成２１年度から平成２３年
度までの各年度分の固定資産税の額は、当該農地
に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に
係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固
定資産税の課税標準額（当該農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３又は法附則

第２６条 農地に係る平成１８年度から平成２０年
度までの各年度分の固定資産税の額は、当該農地
に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に
係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固
定資産税の課税標準額（当該農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３又は法附則



 

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受
ける農地であるときは、当該課税標準額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地
の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区
分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ
て得た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産
税の課税標準となるべき額とした場合における固
定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」とい
う。）を超える場合には、当該農地調整固定資産
税額とする。 

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受
ける農地であるときは、当該課税標準額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地
の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区
分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ
て得た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産
税の課税標準となるべき額とした場合における固
定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」とい
う。）を超える場合には、当該農地調整固定資産
税額とする。 

 ［略］   ［略］  
  
第２８条 市街化区域農地に係る平成２１年度から 
平成２３年度までの各年度分の固定資産税の額は、
前条の規定により算定した当該市街化区域農地に
係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区
域農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分
の固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農
地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな
るべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じ
て得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当
該年度分の固定資産税について法第３４９条の３
又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定
の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当
該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資
産税の課税標準となるべき額とした場合における
固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定資
産税額」という。）を超える場合には、当該市街
化区域農地調整固定資産税額とする。 

第２８条 市街化区域農地に係る平成１８年度から 
平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額は、
前条の規定により算定した当該市街化区域農地に
係る当該年度分の固定資産税額が、当該市街化区
域農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分
の固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農
地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな
るべき価格の３分の１の額に１００分の５を乗じ
て得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当
該年度分の固定資産税について法第３４９条の３
又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定
の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当
該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）
を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資
産税の課税標準となるべき額とした場合における
固定資産税額（以下「市街化区域農地調整固定資
産税額」という。）を超える場合には、当該市街
化区域農地調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係
る平成２１年度から平成２３年度までの各年度分
の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街
化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域
農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき価格の３分の１の額に１０分の８を乗じ
て得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３又は法附則第
１５条から第１５条の３までの規定の適用を受け
る市街化区域農地であるときは、当該額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化
区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標
準となるべき額とした場合における固定資産税額
を超える場合にあっては、同項の規定にかかわら
ず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係
る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分
の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街
化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区域
農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき価格の３分の１の額に１０分の８を乗じ
て得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３又は法附則第
１５条から第１５条の３までの規定の適用を受け
る市街化区域農地であるときは、当該額にこれら
の規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化
区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標
準となるべき額とした場合における固定資産税額
を超える場合にあっては、同項の規定にかかわら
ず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地に
係る平成２１年度から平成２３年度までの各年度
分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市
街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区
域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準
となるべき価格の３分の１の額に１０分の２を乗
じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の

３ 第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地に
係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度
分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市
街化区域農地調整固定資産税額が、当該市街化区
域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準
となるべき価格の３分の１の額に１０分の２を乗
じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の



 

固定資産税について法第３４９条の３又は法附則
第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受
ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれ
らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街
化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税
標準となるべき額とした場合における固定資産税
額に満たない場合にあっては、同項の規定にかか
わらず、当該固定資産税額とする。 

固定資産税について法第３４９条の３又は法附則
第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受
ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれ
らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街
化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税
標準となるべき額とした場合における固定資産税
額に満たない場合にあっては、同項の規定にかか
わらず、当該固定資産税額とする。 

４ 市街化区域農地のうち当該市街化区域農地の当
該年度の負担水準が０．８以上のものに係る平成
２１年度から平成２３年度までの各年度分の固定
資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該
市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額
が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産
税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当
該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につ
いて法第３４９条の３又は法附則第１５条から第
１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域
農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規
定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域
農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき額とした場合における固定資産税額（以
下「市街化区域農地据置固定資産税額」という。
）を超える場合には、当該市街化区域農地据置固
定資産税額とする。 

４ 市街化区域農地のうち当該市街化区域農地の当
該年度の負担水準が０．８以上のものに係る平成
１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定
資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該
市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税額
が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産
税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当
該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につ
いて法第３４９条の３又は法附則第１５条から第
１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域
農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規
定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域
農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と
なるべき額とした場合における固定資産税額（以
下「市街化区域農地据置固定資産税額」という。
）を超える場合には、当該市街化区域農地据置固
定資産税額とする。 

  
 （都市計画の決定等がされた区域内の市街化区域

農地に対して課する固定資産税の減額） 
第３１条 削除 第３１条 平成５年度に係る賦課期日において市街

化区域農地であり、かつ、当該年度に係る賦課期
日において法附則第２９条の６第１項の表の各号
の上欄に掲げる区域内に所在する土地であること
につき市長の認定を受けた土地に対して課する固
定資産税については、当該各号の中欄に掲げる年
度から３年度分の固定資産税に限り、当該土地に
係る固定資産税額の当該各号の下欄に掲げる割合
に相当する額を、当該土地に係る固定資産税額か
ら減額する。 

 ２ 前項の認定を受けようとする者は、法附則第２
９条の６第１項の表の当該各号の中欄に掲げる年
度の初日の属する年の１月３１日までにその旨を
市長に申告しなければならない。ただし、市長が
やむを得ない理由があると認める場合は、この限
りでない。 

 ３ 前項の申告は、次に掲げる事項を記載した申告
書に施行規則附則第８条の３の２に規定する書類
を添付してしなければならない。 

   所有者の住所及び氏名又は名称 
   平成５年度に係る賦課期日における土地の所

在、地目及び地積 
   当該年度に係る賦課期日における土地の所在、

地目及び地積 



 

 ４ 第１項の規定の適用を受けることとなる年度の
前年度までに法附則第１５条の８第２項の規定の
適用を受けた土地及び法附則第２９条の５第１項
の認定を受けた市街化区域農地については、市長
は、第１項の認定をしないものとする。 

  
（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第３４条 附則第２３条第１項から第６項までの規
定の適用がある宅地等（附則第２１条第２号に掲
げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、
第３４９条の３の２又は法附則第１５条から第１
５条の３までの規定の適用がある宅地等を除く。
）に対して課する平成２１年度から平成２３年度
までの各年度分の特別土地保有税については、第
１１７条第１号及び第１２５条中「当該年度分の
固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるの
は、「当該年度分の固定資産税に係る附則第２３
条第１項から第６項までに規定する課税標準とな
るべき額」とする。 

第３４条 附則第２３条第１項から第６項までの規
定の適用がある宅地等（附則第２１条第２号に掲
げる宅地等をいうものとし、法第３４９条の３、
第３４９条の３の２又は法附則第１５条から第１
５条の３までの規定の適用がある宅地等を除く。
）に対して課する平成１８年度から平成２０年度
までの各年度分の特別土地保有税については、第
１１７条第１号及び第１２５条中「当該年度分の
固定資産税の課税標準となるべき価格」とあるの
は、「当該年度分の固定資産税に係る附則第２３
条第１項から第６項までに規定する課税標準とな
るべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価
土地の取得のうち平成１８年１月１日から平成２
４年３月３１日までの間にされたものに対して課
する特別土地保有税については、第１１７条第２
号中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」
とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき
価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用が
ないものとした場合における課税標準となるべき 
価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、
「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ
るのは「令第５４条の３８第１項に規定する価格
（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない
ものとした場合における価格をいう。）に２分の
１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価
土地の取得のうち平成１８年１月１日から平成２
１年３月３１日までの間にされたものに対して課
する特別土地保有税については、第１１７条第２
号中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」
とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき
価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用が
ないものとした場合における課税標準となるべき 
価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、
「令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ
るのは「令第５４条の３８第１項に規定する価格
（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない
ものとした場合における価格をいう。）に２分の
１を乗じて得た額」とする。 

３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 
  
（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の
課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の
課税の特例） 

第３７条 ［略］ 第３７条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

   ［略］    ［略］ 
   第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第３７条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得
金額並びに附則第３７条第１項に規定する土地
等に係る事業所得等の金額」と、同項前段、第
２５条、第２５条の２第１項、附則第１５条第
１項及び附則第１５条の３第１項中「所得割の

   第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第３７条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、附
則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１項
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び
に附則第３７条第１項の規定による市民税の所
得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所



 

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第３７ 
条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、
第２４条の２第１項後段中「所得割の額」とあ
るのは「所得割の額及び附則第３７条第１項の
規定による市民税の所得割の額の合計額」と、
同条第２項及び附則第１５条の４中「所得割の
額」とあるのは「所得割の額並びに附則第３７
条第１項の規定による市民税の所得割の額の合
計額」とする。 

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第
３７条第１項の規定による市民税の所得割の額
の合計額」と、同条第２項及び附則第１５条の
４中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第３７条第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
４ ［略］ ４ ［略］ 
  
（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例
） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例
） 

第３８条 ［略］ 第３８条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

   ［略］    ［略］ 
   第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第３８条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得
金額並びに附則第３８条第１項に規定する長期
譲渡所得の金額」と、同項前段、第２５条、第
２５条の２第１項、附則第１５条第１項及び附
則第１５条の３第１項中「所得割の額」とある
のは「所得割の額並びに附則第３８条第１項の
規定による市民税の所得割の額」と、第２４条
の２第１項後段中「所得割の額」とあるのは「
所得割の額及び附則第３８条第１項の規定によ
る市民税の所得割の額の合計額」と、同条第２
項及び附則第１５条の４中「所得割の額」とあ
るのは「所得割の額並びに附則第３８条第１項
の規定による市民税の所得割の額の合計額」と
する。 

   第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第３８条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、附
則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１項
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び
に附則第３８条第１項の規定による市民税の所
得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所
得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第
３８条第１項の規定による市民税の所得割の額
の合計額」と、同条第２項及び附則第１５条の
４中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第３８条第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
  
（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例） 

第３９条 昭和６３年度から平成２６年度までの各
年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務
者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基
因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項
に規定する土地等をいう。以下この条において同
じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下
この条において同じ。）をした場合において、当
該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３
４条の２第４項に規定する優良住宅地等のための
譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１

第３９条 昭和６３年度から平成２１年度までの各
年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務
者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基
因となる土地等（租税特別措置法第３１条第１項
に規定する土地等をいう。以下この条において同
じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下
この条において同じ。）をした場合において、当
該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３
４条の２第４項に規定する優良住宅地等のための
譲渡をいう。）に該当するときにおける前条第１



 

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受け
る譲渡所得を除く。以下この条において同じ。）
に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民
税の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次
の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め
る金額に相当する額とする。 

項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受け
る譲渡所得を除く。以下この条において同じ。）
に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民
税の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次
の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め
る金額に相当する額とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２６年度
までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の
納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡
所得の基因となる土地等の譲渡をした場合におい
て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための
譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定
優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下こ
の項において同じ。）に該当するときにおける前
条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡
所得金額に対して課する市民税の所得割について
準用する。この場合において、当該譲渡が法附則
第３４条の２第９項の規定に該当することとなる
場合においては、当該譲渡は確定優良住宅地等予
定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２１年度
までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の
納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡
所得の基因となる土地等の譲渡をした場合におい
て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための
譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定
優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下こ
の項において同じ。）に該当するときにおける前
条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡
所得金額に対して課する市民税の所得割について
準用する。この場合において、当該譲渡が法附則
第３４条の２第９項の規定に該当することとなる
場合においては、当該譲渡は確定優良住宅地等予
定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ ［略］ ３ ［略］ 
  
（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例
） 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例
） 

第４１条 ［略］ 第４１条 ［略］ 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定め
るところによる。 

  ［略］   ［略］ 
  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４１条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得
金額並びに附則第４１条第１項に規定する短期
譲渡所得の金額」と、同項前段、第２５条、第
２５条の２第１項、附則第１５条第１項及び附
則第１５条の３第１項中「所得割の額」とある
のは「所得割の額並びに附則第４１条第１項の
規定による市民税の所得割の額」と、第２４条
の２第１項後段中「所得割の額」とあるのは「
所得割の額及び附則第４１条第１項の規定によ
る市民税の所得割の額の合計額」と、同条第２
項及び附則第１５条の４中「所得割の額」とあ
るのは「所得割の額並びに附則第４１条第１項
の規定による市民税の所得割の額の合計額」と
する。 

  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４１条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、附
則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１項
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び
に附則第４１条第１項の規定による市民税の所
得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所
得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第
４１条第１項の規定による市民税の所得割の額
の合計額」と、同条第２項及び附則第１５条の
４中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第４１条第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
  



 

（株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の
課税の特例） 

（株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の
課税の特例） 

第４２条 ［略］ 第４２条 ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

  ［略］   ［略］ 
  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４２条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得
金額並びに附則第４２条第１項に規定する株式
等に係る譲渡所得等の金額」と、同項前段、第
２５条、第２５条の２第１項、附則第１５条第
１項及び附則第１５条の３第１項中「所得割の
額」とあるのは「所得割の額並びに附則第４２ 
条第１項の規定による市民税の所得割の額」と、
第２４条の２第１項後段中「所得割の額」とあ
るのは「所得割の額及び附則第４２条第１項の
規定による市民税の所得割の額の合計額」と、
同条第２項及び附則第１５条の４中「所得割の
額」とあるのは「所得割の額並びに附則第４２
条第１項の規定による市民税の所得割の額の合
計額」とする。 

  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４２条第１項の規定に
よる市民税の所得割の額」と、第２４条の２第
１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、附
則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１項
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び
に附則第４２条第１項の規定による市民税の所
得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所
得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第
４２条第１項の規定による市民税の所得割の額
の合計額」と、同条第２項及び附則第１５条の
４中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第４２条第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
  
（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の
課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の
課税の特例） 

第４３条の２ ［略］ 第４３条の２ ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

  ［略］   ［略］ 
  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の２第１項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の
２第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林
所得金額並びに附則第４３条の２第１項に規定
する先物取引に係る雑所得等の金額」と、同項
前段、第２５条、第２５条の２第１項、附則第
１５条第１項及び附則第１５条の３第１項中「
所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附
則第４３条の２第１項の規定による市民税の所
得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所
得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第
４３条の２第１項の規定による市民税の所得割
の額の合計額」と、同条第２項及び附則第１５
条の４中「所得割の額」とあるのは「所得割の
額並びに附則第４３条の２第１項の規定による

  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の２第１項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の 
２第１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、
附則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１
項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第４３条の２第１項の規定による市民
税の所得割の額」と、第２４条の２第１項後段
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び
附則第４３条の２第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」と、同条第２項及び附則
第１５条の４中「所得割の額」とあるのは「所
得割の額並びに附則第４３条の２第１項の規定
による市民税の所得割の額の合計額」とする。 



 

市民税の所得割の額の合計額」とする。 
 ・  ［略］  ・  ［略］ 

  
 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人
の市民税の課税の特例） 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人
の市民税の課税の特例） 

第４３条の４ ［略］ 第４３条の４ ［略］ 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定める
ところによる。 

  ［略］   ［略］ 
  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の４第１項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の
２第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林
所得金額並びに附則第４３条の４第１項に規定
する条約適用利子等の額」と、同項前段、第２
５条、第２５条の２第１項、附則第１５条第１
項及び附則第１５条の３第１項中「所得割の額
」とあるのは「所得割の額並びに附則第４３条
の４第１項の規定による市民税の所得割の額」
と、第２４条の２第１項後段中「所得割の額」
とあるのは「所得割の額及び附則第４３条の４
第１項の規定による市民税の所得割の額の合計
額」と、同条第２項及び附則第１５条の４中「
所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附
則第４３条の４第１項の規定による市民税の所
得割の額の合計額」とする。 

  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の４第１項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の
２第１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、
附則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１
項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第４３条の４第１項の規定による市民
税の所得割の額」と、第２４条の２第１項後段
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び
附則第４３条の４第１項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」と、同条第２項及び附則
第１５条の４中「所得割の額」とあるのは「所
得割の額並びに附則第４３条の４第１項の規定
による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 
５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に
定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に
定めるところによる。 

  ［略］   ［略］ 
  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の４第３項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の
２第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林
所得金額並びに附則第４３条の４第３項に規定
する条約適用配当等の額」と、同項前段、第２
５条、第２５条の２第１項、附則第１５条第１
項及び附則第１５条の３第１項中「所得割の額
」とあるのは「所得割の額並びに附則第４３条
の４第３項の規定による市民税の所得割の額」
と、第２４条の２第１項後段中「所得割の額」
とあるのは「所得割の額及び附則第４３条の４
第３項の規定による市民税の所得割の額の合計
額」と、同条第２項及び附則第１５条の４中「
所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附

  第２４条から第２５条まで、第２５条の２第
１項、附則第１５条第１項、附則第１５条の３
第１項及び附則第１５条の４の規定の適用につ
いては、第２４条中「所得割の額」とあるのは
「所得割の額及び附則第４３条の４第３項の規
定による市民税の所得割の額」と、第２４条の
２第１項前段、第２５条、第２５条の２第１項、
附則第１５条第１項及び附則第１５条の３第１
項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並
びに附則第４３条の４第３項の規定による市民
税の所得割の額」と、第２４条の２第１項後段
中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び
附則第４３条の４第３項の規定による市民税の
所得割の額の合計額」と、同条第２項及び附則
第１５条の４中「所得割の額」とあるのは「所
得割の額並びに附則第４３条の４第３項の規定
による市民税の所得割の額の合計額」と、第２
５条の２第１項中「第１９条第４項」とあるの



 

則第４３条の４第３項の規定による市民税の所
得割の額の合計額」と、第２５条の２第１項中
「第１９条第４項」とあるのは「附則第４３条
の４第４項」とする。 

は「附則第４３条の４第４項」とする。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 
６ ［略］ ６ ［略］ 
  
（宅地等に対して課する平成２１年度から平成２
３年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する平成１８年度から平成２
０年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

第４５条 宅地等に係る平成２１年度から平成２３
年度までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅
地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅
地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の
都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当
該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格
（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について
法第７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等で
あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて
得た額。以下この条において同じ。）に１００分
の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が
当該年度分の固定資産税について法第３４９条の
３（第２０項を除く。）又は法附則第１５条から
第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等で
あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を
乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の
都市計画税の課税標準となるべき額とした場合に
おける都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画
税額」という。）を超える場合には、当該宅地等
調整都市計画税額とする。 

第４５条 宅地等に係る平成１８年度から平成２０
年度までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅
地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅
地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の
都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当
該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格
（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について
法第７０２条の３の規定の適用を受ける宅地等で
あるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて
得た額。以下この条において同じ。）に１００分
の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が
当該年度分の固定資産税について法第３４９条の
３（第２０項を除く。）又は法附則第１５条から
第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等で
あるときは、当該額にこれらの規定に定める率を
乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の
都市計画税の課税標準となるべき額とした場合に
おける都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画
税額」という。）を超える場合には、当該宅地等
調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商業地
等に係る平成２１年度から平成２３年度までの各
年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等
調整都市計画税額が、当該住宅用地又は商業地等
に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる
べき価格に、住宅用地にあっては１０分の８、商
業地等にあっては１０分の６を乗じて得た額（当
該住宅用地又は商業地等が当該年度分の固定資産
税について法第３４９条の３（第２０項を除く。
）又は法附則第１５条から第１５条の３までの規
定の適用を受ける住宅用地又は商業地等であると
きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）を当該住宅用地又は商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額を超える場合にあっ
ては、前項の規定にかかわらず、当該都市計画税
額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商業地
等に係る平成１８年度から平成２０年度までの各
年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等
調整都市計画税額が、当該住宅用地又は商業地等
に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる
べき価格に、住宅用地にあっては１０分の８、商
業地等にあっては１０分の６を乗じて得た額（当
該住宅用地又は商業地等が当該年度分の固定資産
税について法第３４９条の３（第２０項を除く。
）又は法附則第１５条から第１５条の３までの規
定の適用を受ける住宅用地又は商業地等であると
きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）を当該住宅用地又は商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額を超える場合にあっ
ては、前項の規定にかかわらず、当該都市計画税
額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成
２１年度から平成２３年度までの各年度分の宅地
等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画
税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画
税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じ
て得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税
について法第３４９条の３（第２０項を除く。）

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成
１８年度から平成２０年度までの各年度分の宅地
等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画
税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画
税の課税標準となるべき価格に１０分の２を乗じ
て得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税
について法第３４９条の３（第２０項を除く。）



 

又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定
の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ
れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅
地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と
なるべき額とした場合における都市計画税額に満
たない場合にあっては、第１項の規定にかかわら
ず、当該都市計画税額とする。 

又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定
の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこ
れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅
地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と
なるべき額とした場合における都市計画税額に満
たない場合にあっては、第１項の規定にかかわら
ず、当該都市計画税額とする。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の負担
水準が０．８以上のものに係る平成２１年度から 
平成２３年度までの各年度分の都市計画税の額は、
第１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る
当該年度分の都市計画税額が、当該住宅用地の当
該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画
税の課税標準額（当該住宅用地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３（第２０項を
除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま
での規定の適用を受ける住宅用地であるときは、
当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ
て得た額）を当該住宅用地に係る当該年度分の都
市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお
ける都市計画税額（以下「住宅用地据置都市計画
税額」という。）を超える場合には、当該住宅用
地据置都市計画税額とする。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の負担
水準が０．８以上のものに係る平成１８年度から 
平成２０年度までの各年度分の都市計画税の額は、
第１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る
当該年度分の都市計画税額が、当該住宅用地の当
該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画
税の課税標準額（当該住宅用地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３（第２０項を
除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま
での規定の適用を受ける住宅用地であるときは、
当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じ
て得た額）を当該住宅用地に係る当該年度分の都
市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお
ける都市計画税額（以下「住宅用地据置都市計画
税額」という。）を超える場合には、当該住宅用
地据置都市計画税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．６以上０．７以下のものに係る平成２
１年度から平成２３年度までの各年度分の都市計
画税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商
業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分
の都市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該
年度分の固定資産税について法第３４９条の３（
第２０項を除く。）又は法附則第１５条から第１
５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ
るときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め
る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．６以上０．７以下のものに係る平成１
８年度から平成２０年度までの各年度分の都市計
画税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商
業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分
の都市計画税の課税標準額（当該商業地等が当該
年度分の固定資産税について法第３４９条の３（
第２０項を除く。）又は法附則第１５条から第１
５条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ
るときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め
る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．７を超えるものに係る平成２１年度か
ら平成２３年度までの各年度分の都市計画税の額
は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に
係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ
き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３（第２０項を除く。）又は法附則第１５条
から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業
地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め
る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担
水準が０．７を超えるものに係る平成１８年度か
ら平成２０年度までの各年度分の都市計画税の額
は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に
係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ
き価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地
等が当該年度分の固定資産税について法第３４９
条の３（第２０項を除く。）又は法附則第１５条
から第１５条の３までの規定の適用を受ける商業
地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め
る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該
年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし
た場合における都市計画税額とする。 

  



 

第４６条 地方税法等の一部を改正する法律（平成
２１年法律第９号）附則第９条第１項の規定に基
づき、平成２１年度から平成２３年度までの各年
度分の都市計画税については、法附則第２５条の
３の規定を適用しないこととする。 

第４６条 地方税法等の一部を改正する法律（平成
１８年法律第７号）附則第１５条第１項の規定に
基づき、平成１８年度から平成２０年度までの各
年度分の都市計画税については、法附則第２５条
の３において読み替えて準用する法附則第１８条
の３の規定を適用しないこととする。 

  
（農地に対して課する平成２１年度から平成２３
年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

（農地に対して課する平成１８年度から平成２０
年度までの各年度分の都市計画税の特例） 

第４７条 農地に係る平成２１年度から平成２３年
度までの各年度分の都市計画税の額は、当該農地
に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に
係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都
市計画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３（第２０項
を除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３
までの規定の適用を受ける農地であるときは、当
該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄
に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲
げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る
当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額
とした場合における都市計画税額（以下「農地調
整都市計画税額」という。）を超える場合には、
当該農地調整都市計画税額とする。 

第４７条 農地に係る平成１８年度から平成２０年
度までの各年度分の都市計画税の額は、当該農地
に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に
係る当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都
市計画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３（第２０項
を除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３
までの規定の適用を受ける農地であるときは、当
該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄
に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲
げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る
当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額
とした場合における都市計画税額（以下「農地調
整都市計画税額」という。）を超える場合には、
当該農地調整都市計画税額とする。 

 ［略］   ［略］  
  
第４９条 市街化区域農地に係る平成２１年度から 
平成２３年度までの各年度分の都市計画税の額は、
前条の規定により附則第２７条の規定の例により
算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の
都市計画税額が、当該市街化区域農地の当該年度
分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課
税標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度
分の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分
の２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算し
た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資 
産税について法第３４９条の３（第２０項を除く。
）又は法附則第１５条から第１５条の３までの規
定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、
当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額
）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市
計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ
る都市計画税額（以下「市街化区域農地調整都市
計画税額」という。）を超える場合には、当該市
街化区域農地調整都市計画税額とする。 

第４９条 市街化区域農地に係る平成１８年度から 
平成２０年度までの各年度分の都市計画税の額は、
前条の規定により附則第２７条の規定の例により
算定した当該市街化区域農地に係る当該年度分の
都市計画税額が、当該市街化区域農地の当該年度
分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課
税標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年度
分の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分
の２の額に１００分の５を乗じて得た額を加算し
た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資 
産税について法第３４９条の３（第２０項を除く。
）又は法附則第１５条から第１５条の３までの規
定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、
当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額
）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市
計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ
る都市計画税額（以下「市街化区域農地調整都市
計画税額」という。）を超える場合には、当該市
街化区域農地調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係
る平成２１年度から平成２３年度までの各年度分
の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街
化区域農地調整都市計画税額が、当該市街化区域

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係
る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分
の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街
化区域農地調整都市計画税額が、当該市街化区域



 

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と
なるべき価格の３分の２の額に１０分の８を乗じ
て得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３（第２０項を
除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま
での規定の適用を受ける市街化区域農地であると
きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分
の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合
における都市計画税額を超える場合にあっては、
前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす
る。 

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と
なるべき価格の３分の２の額に１０分の８を乗じ
て得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の固
定資産税について法第３４９条の３（第２０項を
除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま
での規定の適用を受ける市街化区域農地であると
きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて
得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分
の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合
における都市計画税額を超える場合にあっては、
前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす
る。 

３ 第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地に
係る平成２１年度から平成２３年度までの各年度
分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市
街化区域農地調整都市計画税額が、当該市街化区
域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準
となるべき価格の３分の２の額に１０分の２を乗
じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３（第２０項
を除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３
までの規定の適用を受ける市街化区域農地である
ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ
て得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度
分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場
合における都市計画税額に満たない場合にあって
は、第１項の規定にかかわらず、当該都市計画税
額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地に
係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度
分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市
街化区域農地調整都市計画税額が、当該市街化区
域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準
となるべき価格の３分の２の額に１０分の２を乗
じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度分の
固定資産税について法第３４９条の３（第２０項
を除く。）又は法附則第１５条から第１５条の３
までの規定の適用を受ける市街化区域農地である
ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ
て得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度
分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場
合における都市計画税額に満たない場合にあって
は、第１項の規定にかかわらず、当該都市計画税
額とする。 

４ 市街化区域農地のうち当該市街化区域農地の当
該年度の負担水準が０．８以上のものに係る平成
２１年度から平成２３年度までの各年度分の都市
計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該
市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額
が、当該市街化区域農地の当該年度分の都市計画
税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当
該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につ
いて法第３４９条の３（第２０項を除く。）又は
法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適
用を受ける市街化区域農地であるときは、当該課
税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た
額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都
市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお
ける都市計画税額（以下「市街化区域農地据置都
市計画税額」という。）を超える場合には、当該
市街化区域農地据置都市計画税額とする。 

４ 市街化区域農地のうち当該市街化区域農地の当
該年度の負担水準が０．８以上のものに係る平成
１８年度から平成２０年度までの各年度分の都市
計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該
市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額
が、当該市街化区域農地の当該年度分の都市計画
税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当
該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税につ
いて法第３４９条の３（第２０項を除く。）又は
法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適
用を受ける市街化区域農地であるときは、当該課
税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た
額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都
市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお
ける都市計画税額（以下「市街化区域農地据置都
市計画税額」という。）を超える場合には、当該
市街化区域農地据置都市計画税額とする。 

  
（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義
務の免除等） 

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義
務の免除等） 

第５２条 附則第３０条の規定は、都市計画税につ
いて準用する。この場合において、これらの規定

第５２条 附則第３０条及び第３１条の規定は、都
市計画税について準用する。この場合において、



 

中「固定資産税」とあるのは、「都市計画税」と
する。 

これらの規定中「固定資産税」とあるのは、「都
市計画税」とする。 

  
 （土地に対して課する平成２１年度から平成２３
年度までの各年度分の都市計画税の特例に関する
用語の意義） 

（土地に対して課する平成１８年度から平成２０
年度までの各年度分の都市計画税の特例に関する
用語の意義） 

第５３条 ［略］ 第５３条 ［略］ 
  
（読替規定） （読替規定） 

第５４条 法附則第１５条第２項、第１３項、第２ 
８項、第２９項、第３３項、第３６項、第３７項、
第３９項、第４０項、第４２項から第４５項まで、
第４７項、第４９項から第５５項まで若しくは第
５７項、第１５条の２第２項又は第１５条の３の
規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、
第１５２条第２項中「又は第３１項から第３３項
まで」とあるのは、「若しくは第３１項から第３
３項まで又は法附則第１５条から第１５条の３ま
で」とする。 

第５４条 法附則第１５条第２項、第１３項、第２ 
８項、第３０項、第３４項、第３７項、第３８項、
第４０項、第４１項、第４３項から第４８項まで、
第５１項、第５３項から第５９項まで若しくは第
６１項、第１５条の２第２項又は第１５条の３の
規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、
第１５２条第２項中「又は第３１項から第３３項
まで」とあるのは、「若しくは第３１項から第３
３項まで又は法附則第１５条から第１５条の３ま
で」とする。 

  

 （さいたま市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市市税条例の一部を改正する条例（平成２０年さいたま市条例第４

３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

附 則 附 則 
（施行期日） （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年４月１日から施行 
する。ただし、次の各号に掲げる改正又は規定は、
当該各号に定める日から施行する。 

第１条 この条例は、平成２１年４月１日から施行 
する。ただし、次の各号に掲げる改正又は規定は、
当該各号に定める日から施行する。 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 
   附則第４３条の４第３項の改正並びに次条第
１７項及び第１８項の規定 平成２１年１月１
日 

   附則第４３条の４第３項の改正並びに次条第
１９項及び第２０項の規定 平成２１年１月１
日 

   附則第１６条第１項の改正、同条第２項の改
正（「同項に規定する」を削り、「又は免税対
象飼育牛に該当する肉用牛の頭数の合計が２，
０００頭を超える場合の当該超える部分の免税

   附則第１６条第１項の改正、同条第２項の改
正（「同項に規定する」を削り、「又は免税対
象飼育牛に該当する肉用牛の頭数の合計が２，
０００頭を超える場合の当該超える部分の免税



 

対象飼育牛」を加える部分に限る。）、附則第
３６条の次に１条を加える改正、附則第４２条
の５の改正、同条を附則第４２条の６とする改
正及び附則第４２条の４の次に１条を加える改
正並びに次条第５項から第１１項までの規定 
平成２２年１月１日 

対象飼育牛」を加える部分に限る。）、附則第
３６条の次に１条を加える改正、附則第４２条
の５の改正、同条を附則第４２条の６とする改
正及び附則第４２条の４の次に１条を加える改
正並びに次条第５項から第１３項までの規定 
平成２２年１月１日 

   第１１条、第３２条及び第３４条の改正、第
４４条の次に５条を加える改正並びに附則第４
２条第１項及び第４２条の３の改正並びに次条
第１項及び第１２項から第１６項までの規定 
平成２２年４月１日 

   第１１条、第３２条及び第３４条の改正、第
４４条の次に５条を加える改正並びに附則第４
２条第１項及び第４２条の３の改正並びに次条
第１項及び第１４項から第１８項までの規定 
平成２２年４月１日 

   ［略］    ［略］ 
  
 （個人の市民税に関する経過措置）  （個人の市民税に関する経過措置） 
第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
６ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年１
月１日から平成２３年１２月３１日までの間に支
払を受けるべき新条例附則第３６条の２第１項に
規定する上場株式等の配当等を有する場合には、
当該上場株式等の配当等に係る配当所得について
は、同項前段の規定により、上場株式等に係る課
税配当所得の金額（同項前段に規定する上場株式
等に係る課税配当所得の金額をいう。以下この項
において同じ。）に対して課する市民税の所得割
の額は、同条第１項前段の規定にかかわらず、当
該上場株式等に係る課税配当所得の金額の１００
分の１．８に相当する額とする。 

６ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年１
月１日から平成２２年１２月３１日までの間に支
払を受けるべき新条例附則第３６条の２第１項に
規定する上場株式等の配当等を有する場合には、
当該上場株式等の配当等に係る配当所得について
は、同項前段の規定により、上場株式等に係る課
税配当所得の金額（同項前段に規定する上場株式
等に係る課税配当所得の金額をいう。以下この項
において同じ。）に対して課する市民税の所得割
の額は、同条第１項前段の規定にかかわらず、次
の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め
る金額に相当する額とする。 

    上場株式等に係る課税配当所得の金額が１０
０万円以下である場合 当該上場株式等に係る
課税配当所得の金額の１００分の１．８に相当
する金額 

    上場株式等に係る課税配当所得の金額が１０
０万円を超える場合 次に掲げる金額の合計額 

   ア １万８，０００円 
   イ 当該上場株式等に係る課税配当所得の金額

から１００万円を控除した金額の１００分の
３に相当する金額 

７・８ ［略］ ７・８ ［略］ 
９ 新条例附則第４２条の５の規定は、平成２２年
１月１日以後に市民税の所得割の納税義務者が交
付を受ける同条第１項に規定する源泉徴収選択口
座内配当等について適用する。 

９ 新条例附則第４２条の５の規定は、平成２２年
１月１日以後に市民税の所得割の納税義務者が交
付を受ける同条第１項に規定する源泉徴収選択口
座内配当等（次項及び第１２項において「源泉徴
収選択口座内配当等」という。）について適用す
る。 

 １０ 市民税の所得割の納税義務者が新条例第１９
条第４項の規定により平成２２年１月１日から同
年１２月３１日までの期間（第１２項において「
特例期間」という。）内に交付を受けた源泉徴収



 

選択口座内配当等に係る所得についての記載をし
た同条第４項に規定する申告書を提出する場合に
は、新条例附則第４２条の５第２項の規定にかか
わらず、当該申告書には、当該源泉徴収選択口座
内配当等に係る源泉徴収選択口座（同項に規定す
る源泉徴収選択口座をいう。以下この項及び第１
２項において「源泉徴収選択口座」という。）に
おいて前年中に交付を受けた次の各号に掲げる源
泉徴収選択口座内配当等の区分に応じ当該各号に
定める所得についての記載を行うものとする。 

   前年中に交付を受けた源泉徴収選択口座内配
当等のうち、その年中に同一の支払者から支払
を受けるべき新条例附則第３６条の２第１項に
規定する上場株式等の配当等の額の総額が１万
円以下であるものとして地方税法施行令及び国
有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改
正する政令（平成２０年政令第１５２号。第１
５項において「平成２０年改正令」という。）
附則第７条第１０項で定めるもの（以下この項
及び第１２項において「少額配当等」という。
） 当該源泉徴収選択口座内配当等に係る源泉
徴収選択口座において前年中に交付を受けたす
べての少額配当等に係る所得 

   前年中に交付を受けた源泉徴収選択口座内配
当等のうち、少額配当等以外のもの（以下この
項及び第１２項において「少額配当等以外の配
当等」という。） 当該源泉徴収選択口座内配
当等に係る源泉徴収選択口座において前年中に
交付を受けたすべての少額配当等以外の配当等
に係る所得 

１０ ［略］ １１ ［略］ 
 １２ 市民税の所得割の納税義務者が新条例附則第

４２条の６第１項の規定により申告する上場株式
等に係る譲渡損失の金額のうちに地方税法等の一
部を改正する法律（平成２０年法律第２１号）附
則第３条第１６項の特別徴収義務者が同項の規定
により特例期間内に交付をした源泉徴収選択口座
内配当等について徴収して納入すべき県民税の配
当割の額の計算上当該源泉徴収選択口座内配当等
の額から控除した同項各号に掲げる金額がある場
合には、新条例附則第４２条の６第２項の規定に
かかわらず、新条例第１９条第４項に規定する申
告書には、当該控除した次の各号に掲げる金額の
区分に応じ当該各号に定める所得についての記載
を行うものとする。 

   当該控除した金額のうち少額配当等の額から
控除した額 当該源泉徴収選択口座内配当等に
係る源泉徴収選択口座において前年中に交付を
受けたすべての少額配当等に係る所得 

   当該控除した金額のうち少額配当等以外の配



 

当等の額から控除した額 当該源泉徴収選択口
座内配当等に係る源泉徴収選択口座において前
年中に交付を受けたすべての少額配当等以外の
配当等に係る所得 

１１ ［略］ １３ ［略］ 
１２ 市民税の所得割の納税義務者が平成２１年１
月１日前に行った地方税法等の一部を改正する法
律（平成２０年法律第２１号）第１条の規定によ
る改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号
）附則第３５条の２の３第４項に規定する上場株
式等の譲渡に係る旧条例附則第４２条の３に規定
する上場株式等に係る譲渡所得等の金額に対して
課する平成２１年度分までの個人の市民税につい
ては、なお従前の例による。 

１４ 市民税の所得割の納税義務者が平成２１年１
月１日前に行った地方税法等の一部を改正する法
律第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２
５年法律第２２６号）附則第３５条の２の３第４
項に規定する上場株式等の譲渡に係る旧条例附則
第４２条の３に規定する上場株式等に係る譲渡所
得等の金額に対して課する平成２１年度分までの
個人の市民税については、なお従前の例による。 

１３ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年
１月１日から平成２３年１２月３１日までの間に
地方税法等の一部を改正する法律第１条の規定に
よる改正後の地方税法附則第３５条の２の６第１
２項に規定する上場株式等（以下この項において
「上場株式等」という。）の譲渡（新条例附則第
４２条の２第２項に規定する譲渡をいう。）のう
ち租税特別措置法第３７条の１２の２第２項各号
に掲げる上場株式等の譲渡をした場合には、当該
上場株式等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び
雑所得（同法第３２条第２項の規定に該当する譲
渡所得を除く。）については、新条例附則第４２
条第１項の規定により同項に規定する株式等に係
る譲渡所得等の金額のうち当該上場株式等の譲渡
に係る事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所
得の金額として地方税法施行令及び国有資産等所
在市町村交付金法施行令の一部を改正する政令（
平成２０年政令第１５２号）附則第７条第１０項
に定めるところにより計算した金額（以下この項
において「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」 
という。）に対して課する市民税の所得割の額は、
新条例附則第４２条第１項の規定にかかわらず、
上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上場株
式等に係る譲渡所得等の金額（次項の規定により
読み替えて適用される新条例附則第４２条第２項
の規定により読み替えて適用される新条例第２０
条の規定の適用がある場合には、その適用後の金
額）をいう。）の１００分の１．８に相当する金
額とする。 

１５ 市民税の所得割の納税義務者が、平成２１年
１月１日から平成２２年１２月３１日までの間に
地方税法等の一部を改正する法律第１条の規定に
よる改正後の地方税法附則第３５条の２の６第１
２項に規定する上場株式等（以下この項において
「上場株式等」という。）の譲渡（新条例附則第
４２条の２第２項に規定する譲渡をいう。）のう
ち租税特別措置法第３７条の１２の２第２項各号
に掲げる上場株式等の譲渡をした場合には、当該
上場株式等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び
雑所得（同法第３２条第２項の規定に該当する譲
渡所得を除く。）については、新条例附則第４２
条第１項の規定により同項に規定する株式等に係
る譲渡所得等の金額のうち当該上場株式等の譲渡
に係る事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所
得の金額として平成２０年改正令附則第７条第１
１項に定めるところにより計算した金額（以下こ
の項において「上場株式等に係る譲渡所得等の金
額」という。）に対して課する市民税の所得割の
額は、新条例附則第４２条第１項の規定にかかわ
らず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各
号に定める金額に相当する金額とする。 

   上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上
場株式等に係る譲渡所得等の金額（次項の規定
により読み替えて適用される新条例附則第４２
条第２項の規定により読み替えて適用される新
条例第２０条の規定の適用がある場合には、そ
の適用後の金額）をいう。以下この項において
同じ。）が５００万円以下である場合 当該上



 

場株式等に係る課税譲渡所得等の金額の１００
分の１．８に相当する金額 

   上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額が５
００万円を超える場合 次に掲げる金額の合計
額 

   ア ９万円 
   イ 当該上場株式等に係る課税譲渡所得等の金

額から５００万円を控除した金額の１００分
の３に相当する金額 

１４ 前項の規定の適用がある場合における新条例
附則第４２条第２項の規定の適用については、同
項第１号中「譲渡所得等の金額」とあるのは、「
譲渡所得等の金額（当該株式等に係る譲渡所得等
の金額のうちにさいたま市市税条例の一部を改正
する条例（平成２０年さいたま市条例第４３号）
附則第２条第１３項に規定する上場株式等に係る
譲渡所得等の金額がある場合には、当該株式等に
係る譲渡所得等の金額から当該上場株式等に係る
譲渡所得等の金額を控除した残額又は当該上場株
式等に係る譲渡所得等の金額）」とする。 

１６ 前項の規定の適用がある場合における新条例
附則第４２条第２項の規定の適用については、同
項第１号中「譲渡所得等の金額」とあるのは、「
譲渡所得等の金額（当該株式等に係る譲渡所得等
の金額のうちにさいたま市市税条例の一部を改正
する条例（平成２０年さいたま市条例第４３号）
附則第２条第１５項に規定する上場株式等に係る
譲渡所得等の金額がある場合には、当該株式等に
係る譲渡所得等の金額から当該上場株式等に係る
譲渡所得等の金額を控除した残額又は当該上場株
式等に係る譲渡所得等の金額）」とする。 

１５ 新条例附則第４２条の６第４項の規定の適用
がある場合における第１３項の規定の適用につい
ては、同項中「計算した金額（」とあるのは、「
計算した金額（新条例附則第４２条の６第４項の
規定の適用がある場合には、その適用後の金額。
」とする。 

１７ 新条例附則第４２条の６第４項の規定の適用
がある場合における第１５項の規定の適用につい
ては、同項中「計算した金額（」とあるのは、「
計算した金額（新条例附則第４２条の６第４項の
規定の適用がある場合には、その適用後の金額。
」とする。 

１６ 新条例附則第４３条第３項の規定の適用があ 
る場合における第１３項の規定の適用については、
同項中「計算した金額（」とあるのは、「計算し
た金額（新条例附則第４３条第３項の規定の適用
がある場合には、その適用後の金額。」とする。 

１８ 新条例附則第４３条第３項の規定の適用があ
る場合における第１５項の規定の適用については、
同項中「計算した金額（」とあるのは、「計算し
た金額（新条例附則第４３条第３項の規定の適用
がある場合には、その適用後の金額。」とする。 

１７ ［略］ １９ ［略］ 
１８ 平成２１年１月１日から平成２３年１２月３
１日までの間に新条例附則第４３条の４第３項に
規定する所得割の納税義務者が支払を受けるべき
同項に規定する条約適用配当等に係る同項の規定
の適用については、同項中「１００分の５」とあ
るのは「１００分の３」と、「１００分の３」と
あるのは「１００分の１．８」とする。 

２０ 平成２１年１月１日から平成２２年１２月３
１日までの間に新条例附則第４３条の４第３項に
規定する所得割の納税義務者が支払を受けるべき
同項に規定する条約適用配当等に係る同項の規定
の適用については、同項中「１００分の５」とあ
るのは「１００分の３」と、「１００分の３」と
あるのは「１００分の１．８」とする。 

  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、第１条の規定による改正後のさいたま市市税条例



 

（以下「改正後の条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、平成２１

年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２０年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 改正後の条例附則第１９条第４項の規定は、この条例の施行の日以後に新築され

た同項に規定する貸家住宅に対して課すべき平成２２年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、同日前に新築された第１条の規定による改正前のさいたま市市

税条例附則第１９条第４項に規定する貸家住宅に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 改正後の条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２１年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、平成２０年度分までの都市計画税については、な

お従前の例による。 


